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第１章 承認工事総則  １ 目的 この審査基準は、行政手続法（平成５年法律第８８号）第５条及び東広島市行政手続条例（平成１０年東広島市条例第１号）第５条に基づき、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の承認、同法第９１条第１項の許可及び東広島市公共物の管理等に関する条例（平成１４年東広島市条例第１１号）第４条の許可に係る審査基準を定めることにより、公共物の適正な利用を図り、もって東広島市の安心・安全のまちづくりに寄与することを目的とする。  ２ 適用範囲 この審査基準の適用範囲は、道路法第２条第１項に規定する道路のうち東広島市が管理する道路（以下「市道」という。）、東広島市公共物の管理等に関する条例第２条第１号に規定する道路（以下「不認定道路」という。）及び道路法第９１条で規定される道路予定区域内において、道路管理者以外の者が道路管理者の承認を受けて行う工事又は維持（以下「承認工事」という。）に適用する。ただし、道路の損傷を防止するために必要な砂利又は土砂の局部的補充その他道路の構造に影響を与えない道路の維持については、この限りでない。  ３ 審査基準の考え方 この審査基準は、各関係法令に従い、かつ次の①～⑪の通達等（別紙参考資料参照）を尊重し、東広島市における道路の実状と過去の審査を踏まえつつ、東広島市（建設管理課）が独自に定めたものである。具体的には、次章の「施工目的ごとの細則」で規定する内容のとおりとする。しかし、一般的な審査基準であるため、全てのケースを網羅しているとはいえない。よって、審査基準外の工種については、次項の「審査に係る参考法令・要領・図書等」を参考として建設管理課及び関係各課において協議し、総合的に判断して承認するものとする。 ① 道路法第２４条の承認及び第９１条第１項の許可に係る審査基準について（平成６年建設省道政発第４９号建設省道路局長通達） ② 道路法第２４条の規定に基づく承認に係る審査の適切な運用について（平成１７年事務連絡国土交通省道路局路政課道路利用調整室課長補佐、企画課課長補佐、国道・防災課課長補佐通知、平成１７年事務連絡国土交通省道路局路政課課長補佐、企画課課長補佐通知） ③ 歩道の一般的構造に関する基準等について（平成１７年国道企第１０２号・国都街第６０号国土交通省都市・地域整備局長道路局長通知、平成１７年国道企第１０２号の
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２・国都街第６０号の２国土交通省都市・地域整備局長通知） ④ 「歩道の一般的構造に関する基準」について（平成１７年事務連絡国土交通省道路局企画課課長補佐、路政課課長補佐、国道・防災課課長補佐、地方道・環境課課長補佐、同都市・地域整備局街路課課長補佐、都市計画課課長補佐通知） ⑤ 行政手続法の施行に伴う審査基準等の設定について（平成６年事務連絡建設省道路局路政課長補佐事務連絡） ⑥ 広島県地方機関の長に対する事務委任規則の一部改正にともなう委任事務の取り扱いについて（昭和４２年広島県土木建築部長通知） ⑦ 道路（出入口）の扱いについて（昭和４７年広島県土木建築部長通知） ⑧ 道路法第２４条の承認工事の取り扱いについて（昭和６１年広島県土木建築部長通知） ⑨ 他の道路との交差に関する取り扱いについて（昭和４９年広島県土木建築部長通知） ⑩ 宅地等の造成に伴う沿道区域の取締りについて（昭和３８年広島県土木建築部長通知） ⑪ 道路予定地内の工事等について（昭和４１年広島県土木建築部長通知）  ４ 審査に係る参考法令・要領・図書等 承認工事の審査を行うに当たって参考とする主な法令や要綱、図書等を次に列挙する。ただし、列挙したものは一部であるため、承認工事の内容によっては他の法令や要綱等を参考とすること。 (1) 道路構造令（昭和４５年政令第３２０号） (2) 道路構造令施行規則（昭和４６年建設省令第７号） (3) 東広島市道路工事施行承認規則（平成２４年東広島市規則第５６号） (4) 東広島市道路構造の技術的基準等を定める条例（平成２４年東広島市条例第３６号） (5) 東広島市道路構造の技術的基準等を定める条例施行規則（平成２５年東広島市規則第１８号） (6) 東広島市バリアフリーのために必要な道路の構造に関する基準を定める条例（平成２４年東広島市条例第３７号） (7) 道路事業設計要領（広島県発行） (8) 交通安全事業設計要領（広島県発行） (9) 広島県制定土木構造物標準設計図集（広島県発行） (10)  東広島市重力式擁壁標準設計図集（東広島市発行） (11)  道路協議の基礎知識（広島県警察本部発行） (12)  道路構造令の解説と運用（(社)日本道路協会発行） (13)  道路土工－各指針（(社)日本道路協会発行） 
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(14)  舗装設計施工指針（(社)日本道路協会発行） (15)  防護柵の設置基準・同解説（(社)日本道路協会発行） (16)  道路橋示方書・同解説－各編（(社)日本道路協会発行） (17)  視線誘導標設置基準・同解説（(社)日本道路協会発行） (18)  道路反射鏡設置指針（(社)日本道路協会発行）  ５ 標準処理期間 行政手続法第６条及び東広島市行政手続条例第６条に基づき、次のとおり標準処理期間を定める。なお、建設管理課窓口及びホームページで公開するものとする。 (1) 申請の受付から承認までの期間は、申請書の必要書類が揃っている前提で、受付から２～３週間とする。なお、東広島市の休日及び補正期間を含まない。 (2) 申請内容が先例のない場合や、特殊工事等で２～３週間に承認を行うことが困難な場合は、標準処理期間を適用しない。  ６ 不服申立て 申請者が行う行政庁の処分についての不服申し立ては、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４条及び第４５条に基づき、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内とする。なお、「処分があったことを知った日」は「承認書を受け取った日」とする。  ７ 工事担保責任 民法（明治２９年法律第８９号）第６３４条の定めるところにより、市が引き渡しを受けた日（工事完了検査日）から２年以内に施工の瑕疵を発見したときは、申請者に対し、相当の期間を定めて修補又は損害賠償の請求ができるものとする。ただし、その瑕疵が重大な過失又は故意により生じた場合は、請求を行うことのできる期間を１０年とする。  ８ 承認審査の合議先 他課の業務に関連する内容を含む承認工事の場合は、関係課に合議し、各課の事務内容と整合を図った後に承認するものとする。ただし、国や県との整合が必要な場合（公安委員会への意見照会を除く。）は、原則申請者において協議させるものとする。なお、主な合議先は次のとおりとする。 (1) 維持課 全ての承認工事。（道路維持に関与するため、原則全申請を合議する。） (2) 開発指導課 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定による開発行為又は宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）に係る許可申請に関連する承認工事。 (3) 建築指導課 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定による位置指定道路
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等の新設に関連する承認工事。 (4) 区画整理課 土地区画整理事業区域内で行う承認工事。 (5) 道路建設課・都市整備課 道路整備工事の区域内で行う承認工事。 (6) 前各号に掲げるもののほか、地区計画区域内で行う承認工事等は、必要に応じて関係担当部署へ合議するものとする。  ９ 都市計画法の規定による開発行為の許可申請に関連する承認工事 開発行為の許可申請に関連する承認工事の場合は、承認工事の範囲が開発区域の内外に関わらず、道路の機能やその構造等を承認工事申請により審査するものとする。ただし、都市計画法第４０条第２項により将来東広島市に帰属される道路（新設道路）については、承認の対象とはしない。それらについては、開発行為の許可申請（都市計画法第３２条協議）の審査表に道路管理者としての意見を述べておくこと。 なお、開発行為の許可申請に関連する承認工事申請の処理期間についても、行政手続法第１１条第１項又は東広島市行政手続条例第１１条第１項の規定により、原則として第５項の標準処理期間とする。しかし、開発許可前に施行承認した場合、その後に土地利用計画内容の変更があった際に付随する承認工事の内容も変更となり、承認工事の変更申請が必要となる可能性がある。よって、同法第１１条第２項又は同条例第１１条第２項の規定により、申請者の了解を得られたときには、開発行為の許可申請の審査内容と整合が図れた時点からの処理とすることができるものとする。  １０ 建築基準法の規定による位置指定道路等の新設に関連する承認工事 位置指定道路の新設時に官地（道路敷）を含める場合においては、平成２１年１１月２０日付け「道路位置指定時における官地の取扱いについて」によるものとし、建築指導課への申請内容と整合を図っておくこと。具体的には、管理区分が明確となるよう官民境界に構造物（地先境界ブロック等）を設置し、境界標等で境界を明示すること。また、民地部を東広島市へ寄付する意向がある場合は次項の「寄付予定地を含む承認工事」によるものとする。  １１ 寄付予定地を含む承認工事 道路寄付予定地を含む承認工事は、原則として土地所有者を申請者とするものとする。ただし、土地所有者の承諾書等により寄付の意向が明らかな場合はこの限りでない。なお、申請図面（平面図、断面図等）には寄付予定区域を明示し、新たに官民境界となる箇所には境界標等で境界を明示すること。   
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１２ 公用廃止に係る承認工事 公用廃止に伴い代替道路を新設する場合において、その接続部や代替道路の工事を伴う場合は、公用廃止申請と並行して、承認工事申請により道路構造等の審査をするものとする。なお、その場合の代替道路の幅員は、原則として廃止部分の幅員以上かつ１.０ｍ以上とすること。  １３ 交差点協議を伴う承認工事 既存の道路へ新設道路を接続する承認工事又は交差点形状の変更を伴う承認工事で、次のいずれかに該当する場合は、原則として事前に申請者に意見照会の協議書類を作成させ、道路管理者がするものとする。 (1) ２車線以上である幹線道路との接続の場合 (2) 横断歩道の設置又は移設が必要となる可能性がある場合 (3) 信号制御や交通規制等の必要な交差点となる可能性がある場合 (4) その他特殊な交差点で協議が必要とされる場合  １４ 他部署が行う道路工事 東広島市の道路管理担当部局（建設管理課・維持課）以外の課が公共工事に伴い道路工事を行う場合についても、原則として、当該審査基準に基づき承認工事申請させ、内容を審査するものとする。ただし、道路建設課、都市整備課、区画整理課等が行う道路整備工事についてはこの限りでない。また、国や県の行う土木工事に係る道路工事については、事前の協議により内容を審査するものとする。  １５ 申請書の記載方法 (1) 申請書について 申請書の様式は、平成２４年１月１０日付け運用「道路工事施行承認申請に係る様式等について」（以下「運用」という。）で定めた「道路工事施行承認申請書」とする。 (2) 申請者について 特に申請者に対する要件はないが、一般的には、道路に面する土地の所有者や請負者等の、土地利用に付随して道路工事を行うことを必要とする者とする。その際、申請者は、工事完了後に第７項の「工事担保責任」を負うこととなるため、必要に応じて事前にその旨を周知させておくこと。 (3) 道路の種類について 市道の場合は市道名、不認定道路のうち農道や林道の場合は農道名又は林道名、その他の場合は「不認定道路」とするものとする。  
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(4) 工事期間について 工事期間は、開発工事等の他法令に関連した申請の場合であっても、承認工事申請の承認日からの工事期間とするものとする。（開発許可後○日と記入された申請もあるが、建設管理課で開発許可日は把握していないため、必ず承認工事申請の承認日からの期間とすること。）また、仮設工に伴う承認工事申請においては、原形復旧までの期間を含めた期間とするものとする。なお、承認を受けた工事期間を変更しようとするときは、あらかじめ、運用で定めた「道路工事工期変更届」により工事期間を延長すること。 (5) 費用負担について 工事費用の負担については、全額申請者負担とするものとする。また、将来の維持費用の負担については、公共性のある道路構造物は「東広島市」とし、明らかに公共性がなく、一個人での使用目的が主となる構造物は「申請者負担」とするものとする。 (6) 添付図面について 位置図、平面図、横断面図、構造図（カタログ等でも可）は原則全申請に添付するものとする。その他、縦断面図、交通規制図、構造計算書、流量計算書、同意書、公図の写し等は必要に応じて添付すること。 (7) 施行承認後の承認工事内容の変更について 承認を受けた工事の内容（工期を除く。）を変更しようとするときは、あらかじめ、運用で定めた「道路工事施行変更承認申請書」に前号に掲げる書類のうち当該変更に係るものを添えて、変更申請するものとする。  １６ 承認書の発行 (1) 審査において支障がないと判断された場合は、運用で定めた「道路工事施行承認書」を交付するものとする。 (2) 前項第７号による変更申請があり、これを承認したときは、運用で定めた「道路工事施行変更承認書」を交付するものとする。 (3) 第１号の承認書には、運用で定めた承認条件を付するものとする。また、承認工事内容に応じて条件を追加、変更又は削除すること。  １７ その他の注意事項 承認工事の審査に当たっては、前項までに掲げるもののほか、次に掲げる事項に注意し、遅滞なくかつ公平に審査するものとする。 (1) 必ず現地調査を行い、申請内容が現地と適合しているかを確認すること。 (2) 申請者に対し、東広島市の公共事業で行う道路工事を超える構造を強制しないこと。 (3) 承認できる工事区域は、原則として東広島市管理の道路区域内とするが、隣接地の構



 

７  

造が道路の構造上または安全上支障があると判断される場合には、承認条件として付加しておくこと。 (4) 道路（排水）機能に影響のない構造であることはもちろんであるが、工事完成後に安全に通行できるか（管理上道路瑕疵を問われない構造となっているか）を最優先に審査し、必要であれば反射鏡や転落防止柵等の交通安全施設を設けさせること。 (5) 道路構造物は官地側に設置すること。また、官民境界線に沿って構造物を設置する場合は、施工後に境界標等で境界を明示させること。なお、官民境界線については、東広島市と官民境界協定を締結した位置とするものとする。ただし、地形の状況その他やむを得ない理由により民地内へ道路構造物を設置する場合においては、隣接土地所有者の承諾書（別記様式）を添付させ、東広島市の管理区域としておくこと。 (6) 申請図面には、原則として東広島市と官民境界協定を締結した官民境界線を記入しておくものとする。ただし、全申請において官民境界を明確にすることは申請者に対し過度の負担となることから、官民境界線に沿って構造物を設置する場合以外の申請においては道路管理境界線（道路区域）をもって工事承認区域とし、申請図面にも「道路管理境界線」を明記しておくこと。 (7) 工事箇所に既設の境界杭や境界鋲等があり、施工上やむを得ず外した場合は、施工完了後に復元させること。 (8) 工事に際して迂回路を設置する場合で、点字ブロック等のある歩道の迂回路を設置する場合は、仮設道にも点字ブロック等を設置し、障害者の通行にも配慮した構造としておくこと。 (9) 工事に際して通行止め規制を行う場合は、事前に予告看板の設置及び地元への周知を徹底させること。 (10)  県の管理する河川区域内における承認工事については、河川法の規定による県の許可後に当該申請を承認するものとする。なお、承認工事完了後は速やかに県へ河川占用譲渡申請し、占用者を申請者から東広島市へ変えておくこと。 (11) 道路反射鏡を新設した場合は、申請者においてカーブミラー台帳の作成及びプレート（維持課にて配布）の貼付けを行うものとする。また、撤去した場合も維持課へ報告して台帳を削除しておくこと。 (12)  西条駅前地区や東広島駅前地区、東広島ニュータウン地区等の下水道部が管理している雨水管渠においては、接続管までが下水道部の管理となり、道路側溝桝は道路構造物となる。また、その他の地下排水管路（占用管を除く。）については、管渠も全て道路排水施設としての扱いとする。  １８ 根拠法令（概要） (1) 行政手続法 
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第５条 行政庁は、審査基準を定めるものとする。 ２ 行政庁は、審査基準を定めるに当たっては、許認可等の性質に照らしてできる限り具体的なものとしなければならない。 (2) 東広島市行政手続条例 第５条 行政庁は、申請により求められた許認可等をするかどうかをその条例等の定めに従って判断するために必要とされる基準（以下「審査基準」という。）を定めるものとする。 ２ 行政庁は、審査基準を定めるに当たっては、当該許認可等の性質に照らしてできる限り具体的なものとしなければならない。 (3) 道路法 第２４条 道路管理者以外の者は、道路に関する工事の設計及び実施計画について道路管理者の承認を受けて道路に関する工事又は道路の維持を行うことができる。 第２９条 道路の構造は、通常の衝撃に対して安全なものであるとともに、安全かつ円滑な交通を確保することができるものでなければならない。 第３０条 ３ 市町村道の構造の技術的基準は、政令で定める基準を参酌して、当該道路の道路管理者である地方公共団体の条例で定める。（東広島市道路構造の技術的基準等を定める条例） 第５７条 道路管理者以外の者の行う道路に関する工事又は道路の維持に要する費用は、道路管理者の承認を受けた者又は道路の維持を行う者が負担しなければならない。 第７１条 道路管理者は、この法律又はこの法律に基づく命令の規定によつて与えた許可若しくは承認を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又は行為若しくは工事の中止、道路に存する工作物その他の物件の改築、移転、除却若しくは当該工作物その他の物件により生ずべき損害を予防するために必要な施設をすること若しくは道路を原状に回復することを命ずることができる。 第８７条 道路管理者は、この法律の規定によつてする許可、認可又は承認には、道路の構造を保全し、交通の危険を防止し、その他円滑な交通を確保するために必要な条件を附することができる。 第９１条 道路の区域が決定された後道路の供用が開始されるまでの間は、何人も、道路管理者の許可を受けなければ、当該区域内において土地の形質を変更し、工作物を新築し、改築し、増築し、若しくは大修繕し、又は物件を付加増置してはならない。 第９６条 処分に不服がある者は、不服申立てをすることができる。 (4) 道路法施行令（昭和２７年政令第４７９号） 第３条 道路の維持で政令で定める（道路管理者の承認が要らない）軽易なものは、道
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路の損傷を防止するために必要な砂利又は土砂の局部的補充その他道路の構造に影響を与えない道路の維持とする。 (5) 東広島市公共物の管理等に関する条例 第４条 次の各号に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも同様とする。 (1) 公共物の敷地又は公共物である河川の水面を占用すること。 (2) 公共物の敷地内において工作物を新築し、改築し、又は除却すること。 (3) 公共物の敷地内において掘削、盛土、切土その他土地の形状の変更をすること。 (4) 公共物の敷地内において土石、砂れき、竹木その他の産出物を採取すること。 ※ 詳細については、各法令の原文を参照すること。  
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第２章 工事種別ごとの細則  １ 車両出入口 (1) 車両出入口の設置場所について 車両出入口は、通行車両及び歩道における歩行者のスムーズな通行に支障を与えるものであることから、土地利用計画その他周辺の状況に照らして必要と認められる最小限の範囲とするものとする。原則として、道路に面した民地側に駐車場、その他自動車の保管場所がある箇所であって、次に掲げる場所以外に設けるものとする。ただし、民家等にその家屋所有者の自家用車が出入りする場合であって、自動車の出入りの回数が少なく、交通安全上特に支障がないと認められる場合には、イからエ及びキは適用しないことができるものとする。 ア 横断歩道及び前後５ｍ以内の部分。 イ トンネルの前後各５０ｍ以内の部分。 ウ バス停留所の中、ただし停留所を表示する標柱又は標示板のみの場合は、その位置から各１０ｍ以内の部分。 エ 地下道の出入口及び横断歩道橋の昇降口から５ｍ以内の部分。 オ 総幅員７ｍ以上の道路の交差点において、交差点内及び交差点の側端（巻込み又は隅切りの終端部。以下同じ。）から５ｍ以内の部分。ただし、Ｔ字型交差点のつきあたりの部分を除く。 カ 総幅員７ｍ未満の道路の交差点において、交差点内及び交差点の側端から２ｍ以内の部分。 キ バス停車帯の部分。 ク 橋の部分。 ケ 防護柵及び車止めの設置されている部分、ただし交通安全上特に支障がないと認められる区間を除く。 コ 交通信号機、道路照明灯の移転を必要とする箇所、ただし道路管理者及び占用者が移転を認めた場合は除く。 (2) 車両出入口の箇所数について 車両出入口の箇所は、原則として出入対象施設について１路線あたり１箇所とする。ただし、出入口を分離する必要のある施設等特別の理由がある場合は、１路線あたり２箇所まで設置することができる。その場合においては、施設敷地内に出入口を表示する看板や路面標示を設け、出入口の別を明確にしておくこと。なお、当該表示施設は敷地計画図に明示しておくこと。 (3) 車両出入口相互の間隔について 車両出入口相互の間隔は、２ｍ以上を標準とする。ただし、建物が隣接する地域等で
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特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 (4) 車両出入口の幅について 車両出入口の幅は、次の表の値を標準とする。ただし、戸建住宅や店舗駐車場等で、道路から直接駐車する形状の乗用、小型貨物自動車の駐車場においては、次の表の値に車両１台あたり２ｍを加算した幅を参考とし、駐車場配置計画図により必要最低限の幅とすることができる。 区 分 車両出入口の幅 備考 乗用、小型貨物自動車 （最大積載量３ｔ以下） ４.０ｍ ― 普通貨物自動車等 （最大積載量３ｔ超～６．５ｔ以下） ８.０ｍ ― 大型及び中型貨物自動車等 （最大積載量６．５ｔ超） １２.０ｍ 要軌跡図         ※１ 大型自動車の出入口の幅を決定する場合は、軌跡図によりその必要性及び最低幅を確認すること。 ※２ 道路から直接駐車する形状の普通自動車の駐車場において、出入口の幅が１２ｍを越える場合は、中間にポストコーンを設置するなど、できる限り１区間が１２ｍ以内となるような措置を講ずること。 ※３ 車両出入口以外の場所から道路へ車両が出入りするおそれのある場合は、民地内に車止めを設置するなどの措置を講ずること。 ※４ その他、特殊な箇所については、別途協議のこと。 (5) 車両出入口の高さについて 車両出入口を設置する際に道路高と民地高が異なる場合は、原則として民地において高さを調整するものとし、道路高は変えないこと。 

車両出入口の幅 
 歩 道 民 地 車止め等 
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２ 車両出入口の設置に伴う歩道切下げ (1) 歩道切下げ方法について 歩道がある箇所に車両出入口を設置しようとする場合は、車両出入口の設置場所等にについては前項の規定によるものとし、当該出入口の歩道の切下げ部分は、原則として歩道面に１ｍ以上の平坦部分（横断勾配２％を標準とする部分）を、歩道を分断することなく連続して設けるものとする。なお、歩道の幅員が十分確保される場合には、車いす使用者の円滑なすれ違いを考慮して、当該平坦部分を２ｍ以上確保するよう努めるものとする。 (2) 歩道内に排水施設がある箇所について 車両出入口を設置しようとする歩道内に側溝等の排水施設がある箇所においては、排水機能に影響のない構造とするものとする。また、当該排水施設が車両荷重を考慮していない側溝及び蓋掛けの場合は、車両荷重に耐えうるものに改築又は交換すること。 (3) 既存の車両出入口について 既存の車両出入口を廃止し、新たにそれと一部重複する箇所又は異なる箇所に車両出入口を新設する場合は、必要のなくなった既存の車両出入口部分を、切下げ構造から通常の歩道構造に復旧するものとする。 (4) 歩道切下げ幅について 車両出入口の設置に伴う歩車道境界ブロックの切下げ幅は、前項第４号の「車両出入口の幅について」で規定した出入口の幅に両側の巻込みＲ＝１ｍ（合計２ｍ）を加算した幅以下とすることができる。なお、切下げ両端の歩車道境界ブロック上に反射鋲（高ブロック区間が短くなる箇所においては低タイプのポストコーン等）を設置し、出入口の位置を明確にしておくこと。（図－１） また、切下げ幅が１０ｍを超える場合においては、軌跡図によりその必要性及び最低幅を確認すること。 図－１ 平面図          
車止め等 出入口の幅 

歩道切下げ幅 （出入口の幅＋２ｍ以下） Ｒ＝１ｍ 車 道 歩 道 民 地 ｂ’ 
ｂ ａ ａ’ 
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ａ－ａ’正面図       ｂ－ｂ’断面図     (5) 連続する歩道切下げについて 建物が隣接する地域において、前号の「歩道切下げ幅について」で規定した幅を切下げることにより、隣接する車両出入口間の高ブロック区間がやむを得ず１.２ｍ（縁石２個分）未満となる場合は、連続して切下げできるものとする。ただし、できる限り車両が縦断的に歩道を通行できないような措置を講ずること。 (6) 歩道切下げ部における歩道縁石構造について 歩道切下げ部における歩車道の段差は５ｃｍ（フラット型歩道の場合にあっては２ｃｍ）を標準とし、歩道形状に応じて次に掲げる構造とするものとする。なお、縁石が組み合わせＬ型側溝となっている場合は、排水が歩道内に流入しないよう留意すること。 ア マウンドアップ型（セミフラット型）歩道の切下げの場合 縁石の破損を防止するため、衝突衝撃の少ない低タイプの特殊縁石を標準として使用するものとする。（図－２）また、車道高と歩道高の高低差が大きい場合においては、高タイプの特殊縁石を標準として使用するものとする。（図－３）なお、既設縁石との整合を図る場合など、やむを得ず普通タイプの縁石を使用する場合においては、縁石の破損を防止するために標準タイプの縁石を使用することとし、歩車道の段差は既設縁石の段差と整合（ただし２ｃｍ以上）させるものとする。（図－４） 図－２ ○特殊縁石（低タイプ）      ５ｃｍ １０ｃｍ １８ｃｍ 
１９ｃｍ 車道高 歩道高 

※基礎については別途考慮のこと。 

民 地 歩 道 車 道 ※セミフラット型歩道の場合 ２％ ※セミフラット型歩道の場合 
出入口の幅 歩道切下げ幅 （出入口の幅＋２ｍ以下） 車道高 歩道高 

 
反射鋲等 反射鋲等 
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図－３ ○特殊縁石（高タイプ）       図－４ ○普通縁石（片面Ｒタイプ）         イ フラット型歩道の切下げの場合 縁石の破損を防止するため、普通タイプの縁石を標準として使用するものとする。（図－５） 図－５ ○ 普通縁石（両面Ｒタイプ）         (7) 車両出入口箇所の舗装について 車両出入口を新設する箇所においては、歩道内のうち車両の通行が見込まれる区域の舗装を車道対応舗装に打換えるものとする。なお、舗装構成については第５項の「舗装工」の規定に、舗装区域については次号の「歩道形状別の切下げ構造について」の規定

２５.７ｃｍ 
２５ｃｍ 車道高 １０ｃｍ １５ｃｍ 歩道高 

※基礎については別途考慮のこと。 

※基礎については別途考慮のこと。 

※基礎については別途考慮のこと。 

２３ｃｍ 
２ｃｍ ２５ｃｍ １８ｃｍ 車道高 歩道高 

２０.５ｃｍ 
既設段差 （ただし２ｃｍ以上） ２５ｃｍ １８ｃｍ 車道高 歩道高 
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によるものとする。また、視覚障害者誘導用ブロックが設置してある路線においては、工事施工中に視覚障害者誘導用ブロックの移設又はその他の措置を講じ、舗装完了後に機能復旧すること。 (8) 歩道形状別の切下げ構造について ア マウンドアップ型歩道の切下げ (ｱ) 植樹帯等のある歩道の場合 植樹帯等（路上施設帯を含む。）がある場合には、当該歩道の連続的な平坦性を確保するために、当該植樹帯等の幅員内ですりつけ（すりつけ部の横断勾配は２０％以下）を行い、歩道の幅員内にはすりつけのための縦断勾配、横断勾配又は段差を設けないものとする。この場合においては図－６の構造を標準とする。 図－６ 平面図           ａ－ａ’断面図        (ｲ) 歩道幅員が２ｍ以上の場合 植樹帯等がなく、歩道幅員が２ｍ以上である歩道の場合には、すりつけ部の長さを道路の横断方向に７５ｃｍ（すりつけ部の横断勾配は２０％以下）とすることを標準とし、当該歩道の平坦部分を１ｍ以上確保すること。この場合においては図－７の構造を標準とする。 

５ｃｍ 民 地 歩 道 車 道 ２％ ２０％以下 植樹帯等の幅員 

すりつけ部 出入口の幅＋２ｍ以下 車 道 歩 道 民 地 
ａ’ 
ａ 

植樹帯等 植樹帯等 反射鋲等 すりつけブロック 
出入口の幅 舗装打換え区域 車止め等 
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図－７ 平面図          ａ－ａ’断面図       (ｳ) 歩道幅員が２ｍ未満の場合 歩道幅員が２ｍ未満である歩道の場合には、原則として全面切下げとする。（構造については(ｴ)の「全面切下げの場合」による。）ただし、民地側の構造等によりやむを得ず全面切下げができない場合は、高タイプの特殊縁石等により、可能な限り横断勾配を８％以下となるようにしてすりつけるものとする。（図－８） 図－８ 平面図           

５ｃｍ 民 地 歩 道 車 道 ２％ ２０％以下 標準７５ｃｍ １ｍ以上確保 

すりつけ部 出入口の幅＋２ｍ以下 車 道 歩 道 民 地 
ａ’ 
ａ 

反射鋲等 すりつけブロック 
出入口の幅 舗装打換え区域 車止め等 １ｍ以上確保 標準７５ｃｍ ２ｍ以上 

２ｍ未満 すりつけ部 （８％以下） 出入口の幅＋２ｍ以下 車 道 歩 道 民 地 
ａ’ 

ａ 
反射鋲等 すりつけブロック 

出入口の幅 
舗装打換え区域 
車止め等 

特殊縁石（高タイプ） 
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ａ－ａ’断面図       (ｴ) 全面切下げの場合 歩道の幅員が狭く上記(ｱ)～(ｳ)の構造によるすりつけができない場合、又は車道と民地の高低差が小さい場合には、車両出入口部の歩道を全面切下げて、縦断勾配を８％以下ですりつけるものとする。この場合においては図－９の構造を標準とする。また、隣接する切下げ部分との間隔が狭く、マウンドアップ区間（すりつけ部を除く）の延長が２ｍ未満となる場合においては、隣接する車両出入口と一体的に歩道面の切下げを行い、セミフラット型の歩道としておくこと。（図－１０） 図－９ 平面図          ａ－ａ’断面図     ｂ－ｂ’正面図     
５ｃｍ 民 地 歩 道 車 道 ２％ 

特殊縁石（高タイプ） １０ｃｍ 民 地 歩 道 車 道 ８％以下 ２ｍ未満 

すりつけ部 （８％以下） 出入口の幅＋２ｍ以下 車 道 歩 道 民 地 
ａ’ 

ａ 
反射鋲等 すりつけブロック 

出入口の幅 舗装打換え区域 
車止め等 

ｂ ｂ’ 

出入口の幅 出入口の幅＋２ｍ以下 
車道高 歩道高 ５ｃｍ ２０ｃｍ 反射鋲等 反射鋲等 ８％以下 
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図－１０ 平面図           ａ－ａ’断面図       ｂ－ｂ’正面図        イ フラット型（セミフラット型）歩道の切下げ 歩道形状がフラット型又はセミフラット型の場合は、歩車道境界ブロックの切下げとし、歩道高は変更しないものとする。この場合においては図－１１の構造を標準とする。この場合において、切下げようとする部分に水抜きタイプ等の歩車道境界ブロックがある場合は、当該ブロックを切下げ部以外に移設し、歩道内の排水機能を損なわないようにすること。また、フラット型歩道において、縁石が組み合わせＬ型側溝となっている場合は、排水が歩道内に流入しないよう留意すること。  

８％以下 出入口の幅＋２ｍ以下 出入口の幅 既存出入口  既存切下げ区間 ２ｍ未満 ８％以下 追加切下げ区間 
車道高 歩道高 （仮想マウンドアップ区間） 

８％以下 出入口の幅＋２ｍ以下 反射鋲等 出入口の幅 既存出入口 既存切下げブロック区間 ８％以下 高ブロック区間 
車道高 歩道高 

ｂ ｂ’ すりつけ部 （８％以下） 出入口の幅＋２ｍ以下 車 道 歩 道 民 地 
反射鋲等 すりつけブロック 

出入口の幅 舗装打換え区域 
車止め等 既存出入口 

既存切下げブロック 既存切下げ区間 ２ｍ未満 
ａ ａ’ 

（仮想マウンドアップ区間） 
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図－１１ 平面図           ａ－ａ’断面図（フラット型歩道の場合）       ａ－ａ’断面図（セミフラット型歩道の場合）      ３ 新設道路の接続等に伴う歩道改築 (1) 道路接続等の方法について 宅地造成等によって歩道がある道路に新設道路を接続する場合（道路延長の短い私道の接続、歩行者の通行が主となる路線、その他交通に支障となる場合は前項の「車両出入口の設置に伴う歩道切下げ」の規定による。）は、歩道を巻込む交差点形状とするものとする。その場合においては、歩道内に歩行者溜まり及び見通し確保のための隅切りを設けること。（図－１２）ただし、地形の状況その他特別な理由により隅切りを設けることが困難な場合においては、反射鏡等により見通しを確保すること。なお、交差点の形状等については、次項の「新設交差点」の規定によるものとする。  

出入口の幅＋２ｍ以下 車 道 歩 道 民 地 
ａ’ 

ａ 
反射鋲等 すりつけブロック 

出入口の幅 
舗装打換え区域 

車止め等 

２ｃｍ 民 地 歩 道 車 道 ２％ 
５ｃｍ 民 地 歩 道 車 道 ２％ 
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図－１２            (2) 横断歩道等に接続する場合の歩道縁石構造について 歩行者が横断歩道等に円滑に通行できるように歩道を切下げるものとし、歩車道の段差は車椅子使用者が通行でき、かつ、視覚障害者が歩車道境界部を白杖や足により容易に認知できるよう、普通縁石では高さ２ｃｍ、特殊縁石では１ｃｍ（歩車道の高低差は３ｃｍ）を標準とする。なお、縁石が組み合わせＬ型側溝となっている場合は、排水が歩道内に流入しないよう留意すること。 ア マウンドアップ型（セミフラット型）歩道の切下げの場合 低タイプの普通縁石、又は低タイプの特殊縁石を標準として使用するものとする。（図－１３） 図－１３ ○普通縁石（片面Ｒタイプ）       ○特殊縁石（低タイプ）         

２ｃｍ １８ｃｍ 車道高 １０ｃｍ 歩道高 １９ｃｍ 
車道高 歩道高 ３ｃｍ １ｃｍ １０％ 

新設道路幅 隅切り 車 道 歩 道 民 地 隅切り 

※基礎については別途考慮のこと。 
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イ フラット型歩道の切下げの場合 低タイプの普通縁石を標準として使用するものとする。（図－１４） 図－１４ ○ 普通縁石（両面Ｒタイプ）        (3) 交差点部の歩道切下げ構造について マウンドアップ型歩道における交差点部の歩道の切下げは、歩道面の縦断勾配を８％以下ですりつけるものとし、切下げ位置等は次に掲げる構造とすること。 ア 主・従道路共に横断歩道等に接続される場合 歩道面は横断歩道等の区間までに切下げるものとする。また、歩車道境界ブロックの切下げは、横断歩道等の区間のみとすること。（図－１５） 図－１５ 平面図            ａ－ａ’断面図     

１８ｃｍ 歩道高 ２ｃｍ 車道高 １９ｃｍ ※基礎については別途考慮のこと。 

車 道 歩 道 民 地 
切下げ区間 高ブロック区間 切下げ区間 ａ ａ’ すりつけ部（８％以下） 

主道路 
従道路 

高ブロック区間 
高ブロック区間 ※横断歩道の設置については、公安委員会への意見照会による。 

歩道高 ８％以下 ２ｃｍ 車道高 （横断歩道等） 反射鋲等 
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イ 従道路のみ横断歩道等に接続される場合 歩道面は巻込み部までに切下げるものとし、できる限り切下げ端部から巻込み部までに１.５ｍ程度の水平区間を設けることが望ましい。また、歩車道境界ブロックの切下げは、横断歩道等の区間のみとすること。（図－１６） 図－１６ 平面図         ａ－ａ’断面図     ウ 従道路のみ横断歩道等が設置される場合（隅切りが設置できない場合） 歩道面は巻込み部までに切下げるものとし、できる限り切下げ端部から巻込み部までに１.５ｍ程度の水平区間を設けることが望ましい。また、歩車道境界ブロックの切下げは、巻込み部のみとすること。この場合において、巻込み部に自動車が乗り上げるおそれのある場合は、必要に応じてポストコーンを設置する等の措置を講ずること。（図－１７） 図－１７ 平面図         

歩道高 ８％以下 ２ｃｍ 車道高 反射鋲等 水平区間 （１.５ｍ程度） 

車 道 歩 道 民 地 切下げ区間 ａ ａ’ すりつけ部（８％以下） 
主道路 

従道路 
水平区間 （１.５ｍ程度） 高ブロック区間 

車 道 歩 道 民 地 
高ブロック区間 切下げ区間 ａ ａ’ すりつけ部（８％以下） 

主道路 
従道路 

水平区間 （１.５ｍ程度） 

※横断歩道の設置については、公安委員会への意見照会による。 

※横断歩道の設置については、公安委員会への意見照会による。 
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ａ－ａ’断面図      ４ 新設交差点 平面交差点の新設を伴う承認工事に当たっては、交差点形状、枝数、交差角、交差点間隔等の基本的形態を考慮したものとすること。また、前章第１３項の「交差点協議を伴う承認工事」で掲げた交差点に該当する場合においては、公安委員会への意見照会により形状等を決定するものとする。 (1) 交差点形状等について 新設交差点の形状については、主道路が右左折となるような変則交差や、くい違い交差等の変則交差は避け、交差角はできるだけ直角に近い角度で接続するものとする。また、やむを得ず交差角が大きくなる場合においては、外側線により、できるだけ直角に近い形状で接続させるようにすること。 (2) 導流路について 新設道路の接続に当たっては、原則として導流路設計（通常は三心円による設計）に対応した構造とするものとするが、左折導流路については特に大型の車両が多い道路を除き、次の図－１８に掲げた参考最小隅切り半径（Ｒ）を用いてもよい。ただし、歩道の無い都市部の道路（第４種道路）及び都市計画法に基づく開発道路の新設や建築基準法に基づく位置指定道路の新設の場合は、それぞれ各法令等に規定した隅切りを設置することにより当該導流路を確保したものとみなす。なお、歩道の隅切り形状に関しては、前項第１号の「道路接続等の方法について」の規定によるものとする。 図－１８    設計車両 参考最小隅切り半径（Ｒ） １１トン貨物 １０.０ｍ ４トン貨物 ７.５ｍ ２トン貨物 ５.０ｍ 小型自動車 ３.５ｍ   

歩道高 ８％以下 ２ｃｍ 車道高 反射鋲等 水平区間 （１.５ｍ程度） ポストコーン等 

車道 歩道 Ｒ 外側線位置 
歩車道境界位置 

路肩（５０ｃｍ以上） 
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 (3) 道路反射鏡（カーブミラー）の設置について 交差する道路との見通しが悪い場合又はやむを得ず前号で規定する導流路が確保できない場合にあっては、道路反射鏡により視距を確保するものとする。なお、設置の詳細に関しては、第１６項第３号の「道路反射鏡」の規定によるものとする。 (4) 縦断線形について 交差点取付け部の縦断勾配は、車両の停止発進の効率や確実さ及び安全性を考慮して、可能な限り長い区間を２.５％以下の緩勾配とするものとする。 (5) 道路標示について 新設交差点で優先道路を明確にする必要があるなど、車両の通行区分等を明確にする必要がある場合においては、次に掲げる箇所に応じて、外側線、交差点クロスマーク、ドットライン、ゼブラ処理等の道路標示を設置するものとする。この場合においては、必要に応じて事前に警察と協議しておくこと。 ア 外側線のない道路へ接続する場合 新設交差点で優先道路を明確にする必要がある場合にあっては、主道路を通行する車両に対して交差点位置を明確化するため、原則として交差点の中心点の位置に交差点クロスマーク、従道路終点部にドットラインを設置するものとする。（図－１９）また、交差角が大きく、交差点内が広くなる場合においては、必要に応じてゼブラ処理等で対処しておくこと。 図－１９          イ 外側線のある道路へ接続する場合 外側線のある道路へ新設道路を接続させる場合にあっては、既設道路を主道路として、従道路（新設道路）側へ外側線を巻込むものとする。この場合においても、原則として交差点の中心点の位置に交差点クロスマーク、従道路終点部にドットラインを設置するものとする。（図－２０）ただし、従道路の幅員が４ｍ未満の場合や、導流路（隅切り）が無い場合においては、外側線の延長線上にドットラインを設置すること。（図－２１） 

主道路 隅切り 従道路 
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図－２０          図－２１          ウ 外側線の巻込み半径について 新設交差点で外側線を巻込む場合においては、原則として第２号で規定した導流路に沿って外側線を設置するものとする。ただし、隅切りを設置した場合においては、図－１８に掲げた参考最小隅切り半径（Ｒ）を参考として設置するものとする。（図－２２）また、交差角が大きい交差点においても、できるだけ直角に近い形状で接続し、残地部分はゼブラ処理しておくこと。（図－２３） 図－２２（歩道あり）         

従道路 
主道路 外側線 

４ｍ未満 

従道路 （新設道路） 
主道路 （既設道路） 
Ｒ 隅切り ５０ｃｍ以上（路肩） 

外側線 

新設道路 Ｒ 隅切り 外側線 歩 道 歩 道 
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図－２２（歩道なし）           図－２３（歩道あり）            図－２３（歩道なし）            

新設道路 Ｒ 隅切り 外側線 

歩 道 歩 道 
新設道路 

Ｒ 隅切り 外側線 Ｗ Ｗ Ｒ Ｒ Ｗ 

新設道路 
Ｒ 隅切り 外側線 

Ｗ Ｗ Ｒ Ｒ Ｗ 
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５ 舗装工 道路の舗装については、次に掲げる構造を標準とする。ただし、現場試験等により別途舗装構成を検討した場合や道路改良等により舗装構成が明確な場合においては、この限りでない。また、掘削時に既設舗装に安定処理層等があることが判明した場合は、既設の舗装と同様の舗装構成に変更すること。 (1) 車道舗装構造について ア アスファルト舗装 (ｱ) １車線道路で大型車両の通行が少ない車道の場合 表層（密粒度アスファルト２０）５ｃｍ 上層路盤（粒度調整砕石ＲＭ３０）１０ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  (ｲ) 車線が２車線以上の道路及び大型車両の通行が主となる車道の場合 表層（密粒度アスファルト２０）５ｃｍ 基層（粗粒度アスファルト２０）５ｃｍ 上層路盤（粒度調整砕石ＲＭ３０）１０ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  イ コンクリート舗装 (ｱ) １車線道路で大型車の通行が少ない車道の場合 表層（コンクリート１８Ｎ/ｍ㎡）１５ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ４０）２０ｃｍ ※目地を５ｍ間隔に設けること。 (ｲ) 車線が２車線以上の道路及び大型車両の通行が主となる車道の場合     表層（コンクリート２１Ｎ/ｍ㎡）２５ｃｍ   路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  ※表面から表層厚のほぼ１/３の位置に鉄網（Ｄ６）を入れること。 ※目地を１０ｍ間隔に設けること。 
鉄網（Ｄ６） 
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 ウ インターロッキング舗装（排水性・透水性を除く） (ｱ) １車線道路で大型車の通行が少ない車道の場合 インターロッキングブロック８ｃｍ 上層路盤（粒度調整砕石ＲＭ３０）１０ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  (ｲ) 車線が２車線以上の道路及び大型車両の通行が主となる車道の場合 インターロッキングブロック８ｃｍ 上層路盤（コンクリート１８Ｎ/ｍ㎡）１５ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  エ その他の舗装 既設舗装が透水性舗装等の特殊舗装である場合は、原則として既設舗装と同様の舗装構造とすること。 (2) 歩道舗装（車両出入口箇所を除く）構造について ア アスファルト舗装 表層（細粒度アスファルト１３）３ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ３０）１０ｃｍ  イ コンクリート舗装 表層（コンクリート１８Ｎ/ｍ㎡）７ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ３０）１０ｃｍ ※目地を５ｍ間隔に設けること。  ウ インターロッキング舗装（排水性・透水性を除く） インターロッキングブロック６ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ３０）１０ｃｍ  エ その他の舗装 既設舗装が透水性舗装等の特殊舗装である場合は、原則として既設舗装と同様の舗装構造とすること。  

敷砂層２ｃｍ 
敷砂層２ｃｍ 

敷砂層３ｃｍ 
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(3) 車両出入口箇所の歩道舗装構造について ア アスファルト舗装 (ｱ) 一般住宅の出入口や管理用車両等の限定された車両（大型車両を除く。）のみの出入口の場合 表層（細粒度アスファルト１３）３ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ３０）１５ｃｍ  (ｲ) 店舗駐車場や集合住宅の出入口等、不特定多数の車両が通行する出入口の場合 表層（密粒度アスファルト１３）５ｃｍ 上層路盤（粒度調整砕石ＲＭ３０）１０ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  (ｳ) 大型車両の通行が主となる出入口の場合 表層（密粒度アスファルト１３）５ｃｍ 基層（粗粒度アスファルト２０）５ｃｍ 上層路盤（粒度調整砕石ＲＭ３０）１０ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  イ コンクリート舗装 (ｱ) 一般住宅の出入口や管理用車両等の限定された車両（大型車両を除く。）のみの出入口の場合 表層（コンクリート１８Ｎ/ｍ㎡）１０ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ ※目地を切下げ部、幅員の変化点及び５ｍ間隔に設けること。  (ｲ) 店舗駐車場や集合住宅の出入口等、不特定多数の車両が通行する出入口の場合 表層（コンクリート１８Ｎ/ｍ㎡）１５ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ４０）２０ｃｍ ※目地を切下げ部、幅員の変化点及び５ｍ間隔に設けること。  
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(ｳ) 大型車両の通行が主となる出入口の場合     表層（コンクリート２１Ｎ/ｍ㎡）２５ｃｍ   路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  ※表面から表層厚のほぼ１/３の位置に鉄網（Ｄ６）を入れること。 ※目地を切下げ部、幅員の変化点及び１０ｍ間隔に設けること。  ウ インターロッキング舗装（排水性・透水性を除く） (ｱ) 一般住宅の出入口や管理用車両等の限定された車両（大型車両を除く。）のみの出入口の場合 インターロッキングブロック８ｃｍ 路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  (ｲ) 店舗駐車場や集合住宅の出入口等、不特定多数の車両が通行する出入口の場合 インターロッキングブロック８ｃｍ 上層路盤（粒度調整砕石ＲＭ３０）１０ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  (ｳ) 大型車両の通行が主となる出入口の場合 インターロッキングブロック８ｃｍ 上層路盤（コンクリート１８Ｎ/ｍ㎡）１５ｃｍ 下層路盤（切込砕石ＲＣ４０）１５ｃｍ  エ その他の舗装 既存の舗装が透水性舗装等の特殊舗装である場合は、原則として既存の舗装と同様の舗装構造とし、通行する車両等に応じた舗装構成とすること。 (4) 舗装箇所の付帯施設について ア 舗装箇所に既設の区画線等の道路標示や視覚障害者誘導用ブロックが設置してある箇所においては、舗装完了後に原形に機能復旧するものとする。また、工事施工中に

鉄網（Ｄ６） 

敷砂層２ｃｍ 
敷砂層２ｃｍ 
敷砂層２ｃｍ 
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は視覚障害者誘導用ブロックの移設等の措置を講ずるものとする。 イ 舗装のすり付けやオーバーレイ等により、施工後の舗装高さと舗装端部の擁壁工等の既設構造物（現場打ちの構造物で堅固なものに限る。）の高さが整合しなくなる場合においては、舗装止め工を設置できるものとする。舗装止め工の構造については、既設構造物の上に高さ概ね１０ｃｍを上限として止めコンクリートを打設し、差し筋やチッピングによりにより既設構造物と一体的な構造とするものとする。なお、高さの差が大きくなる場合は、第８項第９号の「嵩上げ工について」の規定を満たす構造とすること。 ウ 道路表面排水が法面部に流入して法面を侵食するおそれのある箇所においては、舗装端部に高さ１５ｃｍのアスカーブを設置し、縦排水溝に集約して排水するものとする。 (5) 部分掘削時の舗装復旧について 道路埋設物の試掘調査や横断水路の設置等の部分掘削を伴う承認工事において、アスファルト舗装を復旧する場合は、仮復旧にて一定の自然転圧期間を置いた後、表層部分のみ影響幅を含めた範囲で本復旧をするものとする。なお、その場合における影響幅は路盤厚と同じ幅とする。 (6) 舗装掘削の制限について ア 公共工事にて舗装したばかりの道路は、最低３年間は極力舗装をカットしないよう努めること。ただし、やむを得ず掘削を伴う承認工事を施行する場合は、部分的な舗装復旧とならないように、ある程度一体的な舗装範囲とすること。 イ 承認工事計画段階で、当該箇所に東広島市発注の工事予定があることが判明した場合は、市発注の工事と承認工事の日程を可能な限り調整し、アスファルト舗装を一体的に整備するよう努めること。  ６ 法面切取り、埋立て等 (1) 道路法面の切取りについて 道路の切土側法面を切取る場合においては、民地側の崩落等により道路に危険を及ぼさない構造とすること。 (2) 道路法面の埋立てについて 隣接する土地の宅地造成や出入口の新設等により道路の法面を埋立てする場合は、法面の表土を剥ぎ取り、段切りした後に良質土で埋立てするものとし、層圧２０ｃｍごとにランマーその他の適当な締め固め機で転圧すること。また、埋立てする部分に道路構造物が設置してある場合は、第１７項の「既設構造物の撤去」の規定によるものとする。  
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(3) 法面勾配について 切取りする場合の切土勾配は１：１.０、埋立てする場合の盛土勾配は１：１.５を標準とする。ただし、大型車両の通行が少なく高さが２ｍ以下の盛土法面においては、盛土勾配を１：１.２とすることができる。この場合においては、法面の表面に防草コンクリート工（厚さ７ｃｍ）で表面保護すること。また、擁壁工を設置する場合は、第８項の「擁壁工」の規定によるものとする。 (4) 法面保護について 切取り又は埋立てした際、道路法面が土羽構造となる場合は、法面の表面を植生工や張コンクリート工（厚さ７ｃｍ）等で表面保護すること。 (5) 境界工について 切取りや埋立てにより道路敷地の一部が民地と一体的に利用されるおそれのある場合（出入口部分のみの場合を除く）は、原則として官民境界（東広島市と官民境界協定を締結した境界）沿いの官地側に側溝や境界工等の構造物を設置して境界を明確にするものとする。また、道路敷地内に構造物を設置する余地のない場合は、施工後に道路構造物の設置された区域までを一般寄付により東広島市の敷地としておくものとする。ただし、やむを得ない理由により当該敷地が東広島市の敷地とならない場合においては、前章第１７項第５号ただし書きの規定によって東広島市の管理区域としておくこと。 (6) 排水工について 道路法面の切取りや埋立てをする場合は、原則として官民境界（官民境界協定を締結した境界）沿いの官地側にＵ型、Ｌ型、半円形等の側溝を設置するものとする。この場合において、既設の側溝が不要となる場合は既設側溝の撤去、機能上撤去することが困難な場合は用排水機能に支障を与えないよう十分な断面と強度を有する代替側溝等を設置するものとする。（図－２４）ただし、既存に道路排水施設がない（民地内へ流入）箇所における部分的な埋立て等で、下流に接続できる排水施設が無い等やむを得ない場合においては、できるだけ既存の排水箇所へ流入させるものとし、道路排水が民地内へ流入することについての土地所有者への承諾書を添付すること。また、片勾配等により道路敷地内の排水が民地側に流入しない場合は、側溝の代わりに境界ブロックやコンクリート杭等を設置し、民地内の排水は民地内で処理させること。（図－２５） 図－２４       横断勾配 官地側 民地側 撤去又は代替側溝の設置 切取り部分 新設側溝 
切土 横断勾配 官地側 民地側 撤去又は代替側溝の設置 埋立て部分 新設側溝 

盛土 
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図－２５          ７ 植栽、伐採等 (1) 道路法面等の植栽について 日常の維持管理のために道路法面等に芝桜等を植栽する場合や防草シートを張る場合についても、承認工事の対象とするものとする。ただし、維持課より材料支給を受けて施工する場合については、この限りでない。また、植栽する場合において承認できる種類は草類のみとし、樹木類の植栽は認めない。なお、植栽後の維持管理は申請者が行うものとする。 (2) 植樹帯の補植、移植について 植樹帯を工事して街路樹等の補植や移植の必要がある場合は、周辺と同様の樹木の種類や植栽間隔に合わせて植えつけるものとする。なお、移植後１年以内に枯死又は形姿不良となった場合には、植栽した樹木等と同等、又はそれ以上の規格のものに申請者の負担において植替えなければならない旨を承認条件として付加しておくこと。 (3) 伐採について 道路区域内にある樹木の伐採についても承認工事として取り扱うものとする。ただし、日常の道路の維持管理に伴う草刈等は含めない。また、街路樹の伐採については事前に維持課と協議し、景観を損なわないよう留意すること。なお、道路に隣接する敷地内に生えた樹木等が道路区域内へ張り出している場合の当該樹木の伐採については、承認工事の対象としない。  ８ 擁壁工 道路法面にブロック積擁壁や重力式擁壁等のコンクリート擁壁を設置する場合は、原則として「道路土工－擁壁工指針（平成２４年度(社)日本道路協会発行）」に準ずるものとする。ただし、「東広島市重力式擁壁標準設計図集」又は「広島県制定土木構造物標準設計図集」による場合は、この限りでない。 (1) 安定計算について 標準設計図集による場合を除き、擁壁を設置する場合は、原則として設計で考慮する

盛土 官地側 民地側 
撤去又は代替水路の設置 埋立て部分 横断勾配 横断勾配 新設境界工 新設水路 切土 

横断勾配 官地側 民地側 切取り部分 横断勾配 新設水路 新設境界工 （既設側溝） 
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常時の荷重に対して擁壁の安定性（滑動、転倒及び支持）の照査を行うものとし、必要に応じて、地下水位や地震時の影響、部材の安定性の照査も行うこと。ただし、既製品を用いる場合においては、カタログ等で安全性を確認することにより安定計算を省略することができる。 (2) 根入れ深さについて 擁壁の直接基礎の根入れ深さは、原地盤面あるいは計画地盤面から擁壁底面までの深さとし、原則として５０ｃｍ以上は確保することを標準とする。主な擁壁の根入れ深さを図－２６に示す。 図－２６  

 (3) コンクリート強度について 擁壁の躯体に用いるコンクリートの設計基準強度は、原則として無筋コンクリート部材で１８Ｎ/ｍｍ2  、鉄筋コンクリート部材で２１Ｎ/ｍ㎡以上のものを用いるものとする。 (4) 排水工について ア 表面排水工 道路面やコンクリート擁壁表面等の雨水を速やかに排水し、かつ官地内の排水を民地内に浸入させないために、原則として擁壁下に第１０項の「道路排水施設」で規定
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する排水施設を設置するものとする。ただし、官地内に排水施設が設置できない等のやむを得ない場合にあっては、擁壁上へ当該排水施設に代わる施設を設置することができるものとする。 イ 裏込め排水工 湧水や浸透水等、擁壁背面に発生する水を排水するため、７㎡に１箇所、硬質塩化ビニールパイプφ１５０を設置することを標準とする。ただし、擁壁下にアで規定した排水施設が設置できない場合にあっては、擁壁背面に暗渠排水工を設け、背面水を適切に処理すること。 (5) 付帯工について ア 伸縮目地 擁壁の伸縮目地は、重力式擁壁等の無筋コンクリート構造では１０ｍ以下、片持ばり式擁壁等の鉄筋コンクリート構造では１５～２０ｍ間隔に設けるものとする。 イ 付属施設 防護柵や道路照明等の安全施設、道路標識等の交通管理施設、遮音壁等の環境保全施設の設置に当たっては、付属施設の基礎を擁壁と分離し、その影響が擁壁本体に及ばないようにすること。 (6) 河川兼用護岸について 道路擁壁が河川護岸を兼用する場合は、環境保全型ブロックを使用するなど、当該基準以外に河川構造物の基準も満たす構造とすること。 (7) 擁壁工を兼ねる構造物について 土留用自由勾配側溝等の擁壁工を兼ねる構造物を設置する場合は、原則として擁壁工と同様に、第１号の「安定計算について」及び第２号の「根入れ深さについて」の規定を満足させた構造とするものとする。 (8) 多段擁壁について ２段以上の多段擁壁は、原則として認めない。ただし、地形の状況その他特別な理由によりやむを得ない場合においては、上段擁壁の基礎底面が、下段擁壁の基礎底面後端よりせん断抵抗角θの範囲内に収まるようにすること。（図－２７） 図－２７        θ（礫質土３５°、砂質土３０°、粘性土２５°） 根入れ深さ以上 根入れ深さ 
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(9) 嵩上げ工について 既設擁壁の嵩上げは、安定計算による場合を除き原則として認めない。ただし、ブロック積擁壁については、「道路土工－擁壁工指針」で規定する、ブロックの高さに応じた法勾配や裏コン厚の基準値以内であれば嵩上げできるものとする。また、地盤を嵩上げする際に既設の重力式擁壁を利用する場合においては、当該基準に適合した重力式擁壁となるようにコンクリートを打継ぎすること。（図－２８）これらの場合においては、差し筋やチッピングによりにより既設擁壁と一体的な構造とするものとする。 図－２８           (10) 擁壁設置位置について 擁壁の設置位置は、道路を構成する擁壁工の場合は官地側に設置し、道路に隣接する民地を支える擁壁工の場合は民地側へ設置させるものとする。また、道路擁壁が民地内へ設置される場合においては、施工後に道路擁壁の設置された区域までを一般寄付により東広島市の敷地としておくものとする。ただし、やむを得ない理由により当該敷地が東広島市の敷地とならない場合においては、前章第１７項第５号ただし書きの規定によって東広島市の管理区域としておくこと。 (11) 民地擁壁の根入れ深さについて 道路に隣接する民地のための擁壁工を設置する場合の根入れは、道路構造物への影響を考慮して当該構造物の基礎底面後端よりせん断抵抗角θの範囲以上の根入れとするものとする。（図－２９） 図－２９      θ（礫質土３５°、砂質土３０°、粘性土２５°） 
官地側 民地側 

既設擁壁 差し筋 チッピング 現況地盤高 計画地盤高 
１０ｃｍ以上 

１０ｃｍ以上 
※擁壁上部の嵩上げ高さが１０ｃｍ未満となる場合は、既設擁壁の天端を斫って１０ｃｍ以上確保すること。 ※差し筋の径や設置ピッチ等については、打継ぎ規模や構造により、別途考慮すること。（簡易なものについては、標準としてＤ１３の鉄筋を片側５ｃｍ以上差し込み、５０ｃｍピッチで設置するものとする。） 
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９ 防護柵   道路を通行する車両及び歩行者が路外へ転落するおそれのある箇所や、車道と歩道を分離する必要がある箇所等には、原則として防護柵を設置するものとする。なお、この基準に記載のないものについては「防護柵の設置基準・同解説（平成２０年 (社)日本道路協会発行）」に準ずるものとする。 (1) 車両用防護柵の設置について 次の図－３０に示す斜線区間にあっては、原則として車両用防護柵を設置するものとする。また、斜線区間に満たない場合であっても、路側の高さが１.５ｍ以上となる区間においては、できる限り車両用防護柵を設置することが望ましい。         (2) 歩行者自転車用防護柵の設置について 歩行者又は自転車が道路外に転落する等の危険がある箇所又は道路横断を防止する必要がある箇所にあっては、ガードパイプ等の防護柵を設置するものとする。この場合において設置する柵の高さは、転落防止を目的とする場合は路面から１.１ｍ、横断防止を目的とする場合は路面から０.７～０.８ｍを標準とする。なお、車道で前号の規定に満たない箇所であっても、歩行者の転落等の危険がある箇所には歩行者自転車用防護柵を設置するものとする。 (3) その他の設置個所について 第１号及び前号に掲げる箇所のほか、道路幅員が急激に狭まる箇所や、行き止まり道路の終点部分等、車両が隣接する土地に進入するおそれのある箇所においては、必要に応じて車両用防護柵を設置すること。その場合においては、防護柵と併用して大型デリネーターや反射シート等の安全施設を設置することが望ましい。 (4) 既設防護柵の撤去について 既設防護柵設置区間において、出入口の新設等の理由により既設防護柵を撤去する場合は、転落等の危険がない最小限の範囲とし、新たに転落等の危険が生じた箇所がある場合は、当該箇所に防護柵を新設するものとする。また、撤去箇所においては、防護柵の端部処理を確実に行うこと。  

図－３０ 
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(5) 基礎工について 擁壁工等の構造物上に車両用防護柵を設置する場合においては、「東広島市重力式擁壁標準設計図集」又は「広島県制定土木構造物標準設計図集」に規定するガードレール基礎を設置するものとする。また、歩行者自転車用防護柵を設置する場合においては、根入れを構造物内に２０ｃｍ以上入れること。 (6) 遮蔽フェンスの設置について   遮蔽フェンスの設置については、原則として占用として取り扱うものとし、承認工事の対象としない。ただし、東広島市が行う道路整備工事によって設置されたものの移設についてはこの限りでない。  １０ 道路排水施設 道路の表面排水、地下排水、法面排水及び構造物の排水は、原則として道路区域内の側溝や地下排水管、法下排水溝等の排水施設（以下「側溝等」という。）において速やかに排水できる構造とするものとする。なお、一般的な排水施設の構造は「広島県制定土木構造物標準設計図集」を準用するものとする。 (1) 側溝等について ア 構造 側溝等の構造については、車両の荷重の影響がある箇所については、通行する車両に応じた設計荷重を満足する構造であるものとする。また、車両の荷重がない箇所においても、コンクリート構造物を標準とする。ただし、地下排水管、取付け管（排水桝と雨水管渠を接続する管）若しくは水抜き管等の管渠類及び仮設管については、この限りでない。 イ 断面の決定 側溝等の断面の決定については、原則として流量計算によるものとし、設計流量の２割増しの流量が通水可能となるようにすること。この場合において、流域は道路排水だけでなく背後地からの流入も考慮すること。ただし、流量計算の結果にかかわらず、次に掲げる最小断面以上の大きさとするものとする。 (ｱ) Ｕ型側溝 路面排水に用いるＵ型側溝の最小断面は、維持管理の面から３０ｃｍ×３０ｃｍ以上とする。ただし、路面排水や法面排水としての流入がなく、擁壁工等の構造物の排水のみの場合等極めて流入する排水が少ない場合にあっては、２０ｃｍ×２０ｃｍ以上とすることができる。 (ｲ) Ｌ型側溝 縁石との組み合わせＬ型側溝のエプロンは、横断勾配６％、幅５０ｃｍを標準とする。ただし、交通量が少なく、流入してくる路面排水が少ない場合にあっては、
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エプロン幅を減少させることができる。また、使用する縁石の高さについては、車両出入口等にあっては第２項又は第３項の規定による縁石構造とすることができる。なお、既製品のＬ型側溝を使用する場合は、ガタツキが発生する可能性が高いため、交通量が少なく延長の短い区間において使用できることとする。 (ｳ) 管渠 道路内に敷設する管渠の最小断面は、地下排水管、取付け管若しくは水抜き管等の管渠類及び仮設管を除き、維持管理の面からφ６００以上とするのが望ましい。ただし、市街地部において地下埋設物が多く存する場合等やむを得ない場合にあっては、φ３００以上とすることができる。 ウ 排水勾配 側溝等の勾配については、コンクリート側溝の場合排水の平均流速が０.６～３.０ｍ/ｓの範囲内となる排水勾配をつけるものとする。ただし、現地の状況その他により流速が許容値により難い場合は最小勾配を０.１％とすることができる。 エ 側壁の嵩上げ 既設側溝の側壁は、側壁厚さが１５ｃｍ以上の場合において、内空高さが５０ｃｍ以下（車道以外の箇所にあっては、７０ｃｍ以下）の範囲内で嵩上げできるものとする。その場合においては、差し筋やチッピングにより既設側壁と一体的な構造とすること。なお、内空高さが当該規定値より高くなる場合は、第８項第９号の「嵩上げ工について」の規定によるものとする。 (2) 集水桝について 形状の異なる側溝等の接続部、９０°未満の側溝等の屈折部、道路縦断の谷部及びＬ型側溝若しくは管渠が連続する区間その他特に必要と認められる箇所においては、原則として集水桝を設置するものとする。 ア 構造 集水桝の構造については、車両の荷重の影響がある箇所については、通行する車両に応じた耐荷重を満足する蓋掛けの構造とする。また、車両の荷重がない箇所においても、コンクリート構造物を標準とする。また、内空の高さが１ｍを超える現場打ちの集水桝にあっては、側壁の厚さを２０ｃｍ以上確保すること。 イ 大きさ 集水桝の内幅は、接続する側溝等の内幅＋２０ｃｍ以上を標準とし、高さは接続する側溝等の底＋１５ｃｍ（泥溜め深さ）とするものとする。また、内空の高さが１ｍを超える集水桝にあっては、維持管理の面から、接続する側溝等の大きさにかかわらず８０ｃｍ×８０ｃｍ以上で足掛け金具を設置することが望ましい。   



 

４０  

ウ 設置間隔 Ｌ型側溝等の路肩排水路又は管渠が連続する区間にあっては、原則として概ね２０ｍ程度に１箇所の間隔で集水桝を設置するものとする。また、道路縦断の谷部にあっては、最低部に１箇所設置するものとし、その前後３～５ｍに各１箇所ずつ設置することが望ましい。なお、形状の異なる側溝等の接続部や９０°未満の側溝等の屈折部は原則として全ての箇所に設置するものとする。 エ Ｌ型側溝との接続 Ｌ型側溝と集水桝（Ｌ型集水桝を除く。）の接続部については、段差ができないような構造とするものとする。この場合においては、集水桝手前で塩ビ管のエルボ等で接続し、Ｌ型側溝上の段差をコンクリート等ですりつけること。（図－３１） 図－３１ 平面図         ａ－ａ’断面図         (3) 蓋掛けについて 側溝等の蓋掛けについては、平成２１年２月２３日付け「道路占用・河川占用・道路工事・普通河川における水路蓋の取り扱いについて」を遵守するものとし、設置箇所については、原則として第１項の「車両出入口」の規定に適合した箇所及び歩行者等の通行のために必要な箇所において設置できるものとする。なお、道路の拡幅を目的とする側溝の蓋掛けについては、次項の「道路拡幅」の規定によるものとする。 

すりつけ部 ＶＵφ１５０ グレーチング （１１０°開閉式） Ｌ型側溝 Ｕ型側溝 ａ ａ’ 
縁石すりつけ部 

ＶＵφ１５０ （９０°大曲りエルボ） グレーチング （１１０°開閉式） Ｌ型側溝 Ｕ型側溝 
（６％以下） 水路底すりつけ部 
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ア 構造 側溝等の蓋掛けは、原則としてコンクリート蓋又はグレーチング蓋（ユーリッドタイプを除く。）とするものとする。ただし、車道以外に設置される側溝等の蓋掛けについては、ユーリッドタイプのグレーチング蓋及び縞鋼板等の鉄板蓋も使用できるものとする。また、道路横断側溝その他の跳ね上げや横ズレが生じる可能性がある箇所への蓋掛けについては、ボルト固定等の措置を講ずること。 イ 設計荷重 車道における蓋掛けの設計荷重は、車線が２車線以上の道路及び大型車両の通行が主となる車道においてはＴ－２５、その他の車道はＴ－１４以上を標準とする。ただし、個人宅や田畑の進入路等で小型自動車等のみの進入を目的とする延長が概ね５ｍ以内の蓋掛けはＴ－６以上、歩道部における蓋掛けについてはＴ－２以上とすることができる。 ウ 管理用点検口 側溝等の管理及び排水の流入を円滑にするため、蓋掛け延長が概ね５ｍに１箇所はグレーチング蓋を設置するものとする。 エ 水路断面の確保 蓋掛けによって排水の通水断面を阻害しないように配慮するものとし、必要に応じて流量計算により断面検討すること。また、やむを得ずＵ型側溝の最小断面（３０ｃｍ×３０ｃｍ）を確保できない場合においては、管理用のグレーチング間隔を狭める等の措置を講ずること。 オ 安全施設の設置 蓋掛け延長が１０ｍを超える場合にあっては、蓋掛けの起終点に反射鏡等の安全施設を設置するものとする。また、蓋掛けの端部から歩行者又は自転車が転落する等の危険がある箇所においては、別途転落防止柵を設置すること。 カ 床板の設置について 道路の側溝等に掛ける蓋については承認工事として取り扱うが、民地への進入のための床板橋等の単独構造物については、占用として取り扱うものとする。 (4) 排水管等の接続について 流域や土地利用形態を著しく変更した場合の排水を、側溝等へ接続する場合にあっては、下流のネック断面における流量の検討を行い、断面が不足する際は側溝等の改築又は原因地において流量調整を行わせるものとする。 (5) 改築同意等について 側溝等の改築及び蓋掛け又は新設排水管等の接続に当たっては、地域の清掃活動及び水利権等への影響も考慮した構造とするものとし、トラブル防止のために利害関係者の同意書を取っておくことが望ましい。また、合併浄化槽等の生活排水を含む水路を接続
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する場合は、トラブルが多いため、同意書が添付できない場合申請者が責任を持って施行する旨の誓約書を添付させておくこと。  １１ 道路拡幅 (1) 道路拡幅の幅員について 宅地造成等に伴い部分的に既設道路を拡幅する場合は、必要最小限の幅員とし、路上駐車を促すような拡幅は行わないこと。ただし、やむを得ず部分的に幅員が広くなる場合は、ゼブラ処理等の道路標示にて対処すること。 (2) 拡幅部分の排水処理について 拡幅された道路の表面排水は、側溝の新設又は舗装の片勾配化等により、官地内で適切に処理されるような構造とすること。この場合において、既設で側溝が設置されている箇所を拡幅する場合は、原則として官民境界（官民境界協定を締結した境界）沿いの官地側に側溝を移設するものとする。 (3) 道路拡幅の起終点について 道路拡幅された起終点（現道との接合部分）においては、幅員が急激に狭まることのないようにすり付け区間を設けること。なお、すり付け区間には、必要に応じて外側線等で誘導するとともに、視線誘導標を設置すること。 (4) 道路側溝の蓋掛けによる道路拡幅について 道路側溝に蓋掛けをして、側溝部分を道路幅員に含める場合においては、原則として自由勾配側溝その他これらに類する強固な側溝を設置し、延長が概ね５ｍに１箇所は管理用のグレーチング蓋を設置するものとする。ただし、強固な構造であっても蓋掛けが連続する構造である場合は、騒音及びガタツキの発生する可能性が高いことから、ボルト固定できるものを除き使用しないようにすること。 (5) 道路法面の切取り又は埋立てによる道路拡幅について 道路法面の切取り又は埋立てによって道路を拡幅する場合は、第６項の「法面切取り、埋立て等」の規定によるものとする。 (6) 拡幅部分の寄付について 道路を民地部分と合わせて拡幅し、当該民地部分を東広島市へ寄付する承認工事の場合は、前章第１１項の「寄付予定地を含む承認工事」の規定によるものとする。 (7) 電柱及び道路反射鏡等の移設について 道路拡幅部に電柱等の占用物件及び道路反射鏡等の交通安全施設が設置されている場合は、車両の通行に影響がない場合を除き、当該施設を適切な場所へ移設させるものとする。また、側溝の蓋掛けにより道路を拡幅した場合にあっては、原則として当該施設を道路端部に移設して、側溝を迂回させる構造とすること。  
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１２ 道路縦横断計画 (1) 道路縦断計画について 承認工事に伴い現況の道路縦断勾配を変更する場合においては、申請時に道路縦断図も添付させるものとする。なお、その際の縦断勾配については、東広島市道路構造の技術的基準等を定める条例第２３条の規定によるものとし、縦断勾配の変化点には同条例第２５条で規定した縦断曲線を設けること。 (2) 道路横断計画について 承認工事に伴い道路横断勾配を変更する場合、又は拡幅等に伴い道路を新設する場合においては、東広島市道路構造の技術的基準等を定める条例第２７条に規定する横断勾配を付するものとし、道路表面排水が適切に官地内の水路に排水できるようにすること。  １３ 橋梁工 承認工事にて橋梁を新設又は改築する場合は、原則として「道路橋示方書・同解説（ (社)日本道路協会発行）」又は「道路事業設計要領（広島県発行）」に準ずるものとする。ただし、既製品を用いる簡易床板橋又はボックスカルバートを使用する場合についてはこの限りでない。 (1) 橋台等の基礎について 橋台又は橋脚を新設する場合にあっては、１橋梁あたり１箇所以上（箇所数については、別途協議により決定する。）のボーリング調査を行い、基礎地盤に応じた基礎形式を選定すること。なお、橋台又は橋脚の基礎部において基礎地盤が深い場合は杭基礎によるものとし、地盤改良やコマ基礎等の安定工法は認めない。 (2) 河川について 広島県管理河川における橋梁については、申請者において広島県と河川断面等の協議を行わせ、河川法にも適合した構造とすること。 (3) 橋梁台帳について 橋梁の形状が既設の橋梁から変更となる場合は、申請者において橋梁台帳の作成又は修正も行うこと。  １４ 階段工 歩道や管理道等における階段工の設置については、バリアフリーの観点からできる限り設置しないことが望ましい。ただし、地形の状況その他の理由により階段工を設置する場合においては、蹴上げ幅１５ｃｍ、踏み幅３０ｃｍを標準とし、やむを得ない場合においても蹴上げ幅１８ｃｍ以下、踏み幅２６ｃｍ以上とすること。また、必要に応じて手すりや階段上端部に車止め等を設置するものとする。 
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 １５ 街路灯の移設 車両出入口の新設等に伴い街路灯を移設する場合においては、照度計算を行い、照度に問題がない箇所へ移設するものとする。ただし、移設先がほぼ既設箇所と同じで、照度に影響がないと判断される場合は、この限りでない。  １６ 交通安全施設 承認工事において前項までに掲げる承認基準で交通安全施設の設置が必要とされる場所のほか、次に掲げる交通安全施設を考慮するものとする。 (1) 視線誘導標 法面埋立の末端が段落ちとなる箇所で、第９項の「防護柵」で規定するもの以外においては、大型デリネーター等の視線誘導標を設置するものとする。 (2) 反射鋲 路側の高さが１.０ｍを超える擁壁が連続するような区間にあっては、擁壁の天端に５ｍ間隔で反射鋲を設置することが望ましい。 (3) 道路反射鏡 承認工事に伴い道路反射鏡を新設又は移設する場合においては、道路建築限界の規定を遵守し、原則として官地内に設置するものとする。ただし、やむを得ず民地内に設置する場合は、別記様式により土地所有者の承諾を添付させておくこと。また、電柱へ添架する場合は、別途電柱所有者との協議を行い、公共的物件取付申込書により添架承諾を得ておくこと。（資料については申請者において作成。）なお、道路反射鏡の設置構造に関しては、維持課作成の「道路反射鏡構造図」に準ずること。  １７ 既設構造物の撤去 道路工事に伴い不要となる道路構造物に関しては、原則として全て撤去するものとする。ただし、次に掲げる構造物についてはこの限りでない。なお、再利用可能な道路付帯施設（ガードレール、反射鏡等）を撤去した場合は、維持課と協議の上、東広島市の指定する資材置き場にて保管すること。 (1) 舗装面において、路床部（舗装厚＋１.０ｍ）より下に存する構造物。ただし、排水構造物は吸出しによる陥没の原因となるため撤去しておくこと。 (2) 道路横断管渠等で、撤去工事が交通に著しく影響を与える場合。なお、その場合は、管渠内をエアモルタル等で充填しておくこと。 (3) ガードレール撤去に伴う支柱の基礎部。ただし、路面より５ｃｍ程度下までカットし、穴はモルタル等で埋めること。 (4) 歩行者の進入路新設に伴うガードパイプ撤去等で、通行に支障の無い支柱。ただし、
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取付金具や固定ネジ等の突起物は撤去し、反射テープ等を貼っておくこと。 (5) その他、撤去する事が著しく困難と判断される構造物。  １８ 調査掘削 道路埋設物調査等の試掘調査やボーリング調査についても承認工事として取り扱う。ただし、占用物の設置及び撤去に伴い当該工事と同時に行う試掘に関しては、道路占用申請にて取扱うものとする。なお、調査後の舗装復旧に関しては、第５項の「舗装工」の規定によるものとする。  １９ 仮設工 道路以外の工事を施工するために一時的に道路形態を変更し、後日復旧する場合においては、承認工事の内容に復旧までを含めるものとする。なお、仮設の期間は必要最低限の期間とし、必要がなくなった時点で早急に復旧させること。 (1) 防護柵の一時撤去及び復旧 仮設進入路の設置等に伴う防護柵の一時撤去においては、転落等の危険がない最小限の範囲とし、新たに転落等の危険が生じる箇所がある場合は、当該箇所に防護柵を新設するものとする。また、撤去箇所においては、防護柵の端部処理を確実に行うこと。 (2) 歩車道境界ブロックの一時撤去及び復旧 仮設進入路の設置等に伴う歩車道境界ブロックの一時撤去においては、撤去箇所の歩車道の区分が明確となるような構造とするものとする。また、歩道舗装への影響も考慮し、改築、保護又は復旧させること。 (3) 仮設敷鉄板について 既設構造物の保護等を目的に道路上に敷鉄板を設置する場合においては、構造物と鉄板の間にゴムシート等を設置して構造物を保護するとともに、鉄板上部に滑り止めの対策を講じるものとする。また、道路と鉄板に段差が生じる場合は、その段差も解消させて、一般交通に影響のない状態にしておくこと。なお、構造物の保護等に伴う敷鉄板は承認工事として取り扱うが、仮設橋の設置に伴う敷鉄板等は占用として取り扱うものとする。  附 則 １ この基準は、平成２６年４月１日から施行する。 ２ この基準の施行前に道路法第２４条の承認、同法第９１条第１項の許可及び東広島市公共物の管理等に関する条例第４条の許可を受けた者は、この基準の規定による承認又は許可を受けた者とみなす。 
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別記様式  道路工事施工承諾書  平成  年  月  日    東広島市長 様                     土地所有者または財産管理者  住     所                     氏     名            ㊞                                           別添のとおり工事を施工するにあたり、工事区域又は工事隣接区域である次の土地を使用することについては、承諾します。また、当該工事に伴い道路構造物が当該土地に設置された場合においては、構造物端を道路管理界とすることについても、承諾します。 なお、当該土地を他に譲渡・承継した場合においては、譲受・承継人にその旨を承継させるものとします。  記  １ 土地の使用料 無償  ２ 土地の表示  東広島市        地内 大 字 地 番 公簿地目 公簿面積(㎡) 登記名義人 氏   名 摘 要                    

法人にあっては、主たる事務所の 所在地、名称及び代表者の氏名 


